香美町告示第１６５号　　　　　　　　　　　　　　平成１７年９月１５日公布
香美町コミュニケーション支援事業実施要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、香美町地域生活支援事業実施規則（平成１８年香美町規則第４１号）第３条第２号に規定するコミュニケーション支援事業（以下「事業」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。
（事業）
第２条　事業は、日常生活を営む上で支障のある聴覚障害者、音声機能及び言語機能障害者（以下「聴覚障害者等」という。）に対して、手話奉仕員及び要約筆記奉仕員（以下「奉仕員」という。）を派遣し、聴覚障害者等のコミュニケーションの支援を行う。
（派遣対象者）
第３条　奉仕員派遣の対象者は、聴覚障害者等で、日常生活を営む上で支障があると認められる者とする。
（派遣の範囲）
第４条　奉仕員派遣の範囲は、次の各号に掲げる事項とする。
⑴　生命及び健康管理に関すること。
⑵　官公署等における権利、義務及び公的行事に関すること。
⑶　職業相談に関すること。
⑷　学校教育及び社会教育に関すること。
⑸　障害者団体の開催する事業への参加に関すること。
⑹　事故、災害、その他緊急かつ重要な事項と認められること。
（奉仕員の登録）
第５条　町長は、町内に住所を有し、手話及び要約筆記の技能を有する者で、手話奉仕員・要約筆記奉仕員登録申請書（様式第１号）により登録の申請があった者のうちから奉仕員を選定し、手話奉仕員台帳（様式第２号の１）及び要約筆記奉仕員台帳（様式第２号の２）に登録するものとする。
２　町長は、前項の規定により登録した者（以下「登録者」という。）に手話奉仕員・要約筆記奉仕員登録証（様式第３号）を交付するものとする。
（派遣申請）
第６条　奉仕員の派遣を希望する者は、緊急を要する場合を除き５日前までに手話奉仕員・要約筆記奉仕員派遣申請書（様式第４号）を町長へ提出するものとする。
（派遣決定）
第７条　町長は、前条に規定する申請書を受理したときは、内容を審査し、派遣を適当と認めた場合は手話奉仕員・要約筆記奉仕員派遣決定通知書（様式第５号）を交付し、手話奉仕員・要約筆記奉仕員派遣依頼書（様式第６号）により登録者に依頼するものとする。ただし、手話通訳者について適当な登録者がいない場合は、ひょうご手話通訳センター等その他の機関に派遣を依頼することができる。
（申請者の費用負担）

第８条　奉仕員の派遣に要する申請者の費用負担は、原則無料とする。ただし、業務を行う際に必要となる奉仕員に係る入場料、参加費その他これらに類する費用は申請者が負担しなければならない。

（報償等）

第９条　奉仕員は、事業終了後速やかに手話奉仕員・要約筆記奉仕員派遣実施報告書（様式第７号）を町長に提出し、報償等の支給を受けるものとする。

２　前項に規定する報償等の額は、別表のとおりとする。（手当）

（奉仕員の留意事項）
第１０条　奉仕員は、この事業の実施にあたり、事業の目的を認識し、個人の人権を尊重し、職務遂行上知り得た個人の秘密を漏らしてはならない。
（その他）
第１１条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。
附　則
この告示は、公布の日から施行し、平成１７年４月１日より適用する。
附　則（平成18年10月１日告示第165号）
この告示は、公布の日から施行する。
附　則（令和元年７月29日告示第70号）
この告示は、公布の日から施行する。
　　　附　則 （令和２年２月17日告示第18号）
　（施行期日）

１　この告示は、令和２年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この告示による改正後の香美町コミュニケーション支援事業実施要綱第８条から第１１条までの規定は、この告示の施行の日以後に派遣した奉仕員から適用し、この告示の施行の日前に派遣した奉仕員の取扱については、なお従前の例による。

別表（第８条関係）　
	項　目
	基　　準
	金　　額

	報償
	申請者との集合時間から終了時間までを基準時間とする。
別途打ち合わせを行った場合はその時間を加算する。
また、報告書の作成に要した時間を加算する。
	１時間まで
	２，０００円

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	１時間を超えた場合、３０分ごと（３０分未満は３０分とする。）
	１，０００円

	交通費
	自宅から手話通訳業務又は要約筆記業務の実施場所までの往復に要した経費
	実費（公共交通機関を利用した場合に限る。）
自家用車を使用した場合は１キロメートルにつき２５円とする。

	
	やむを得ない理由があり、タクシーの利用が認められた場合
	町長が適当と認めた金額


